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北九州市環境局

再生可能エネルギー導入推進課

北九州市の脱炭素先行地域事業

大学等コアリション・地域ゼロカーボンワーキンググループ 様



北九州市の特性とポテンシャル
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地理的優位性 充実した交通物流インフラ

豊富な人材 ものづくり産業の集積



公害克服から国際的環境先進都市へと飛躍

時代の最前線で常に新しいことに挑戦し、多くの困難を乗り越えてきたドラマの豊富なまち

1963
北九州市発足

2000〜

▼激甚な公害が発生
「七色の煙」や「死の海」

▼「オイルショック後の鉄冷え」

1901
官営八幡製鐵所

1920
東洋陶器

1925
安川電機製作所

●エコタウンプロジェクト
【環境産業】
●学術研究都市【新産業】

1950〜1900〜
新たなドラマ
のスタート

『ものづくりのまち』として日本の高度成長期をけん引
工業地帯へ

当時、世界で類を見ない五市対等合併により、九州初の
『百万都市』、『政令指定都市』として、北九州市が誕生

●人口急増

（自動車・半導体等）

2022
脱炭素先行地域に選定

2011
・環境未来都市に選定
・OECDグリーン成長都市に
アジアで初選定

2006
新・北九州空港開港

公害を
克服

●洋上風力発電【環境産業】
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2001
北九州博覧祭

▼グローバル
500 受賞



世界をリードするサステナブルシティを支える環境施策
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NP経営再エネ電力・水素

カーボン
ニュートラル

リサイクル

強力なインパクト

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
グリーン環境価値提供による企業支援・誘致

グリーン

× ×

【STEP１】

【STEP２】

【STEP３】

日本最大のグリーン産業拠点が本市の経済成長に

投資

環境スタートアップ
資源循環分野等で育成・集積

エコシステム

集積

再生可能エネルギー
水素利活用拠点

サーキュラー
エコノミー

ネイチャー
ポジティブ

グリーン産業の成長・発展

ｱｼﾞｱ･ｸﾞﾘｰﾝ共創ハブ
海外展開・投資・ビジネス

呼び込み
グローバル

水平リサイクル
動脈・静脈産業連携

新たな投資促進・雇用創出・国際競争力の強化

新グリーンインパクトで『稼げるまち』を体現

アーバンネーチャー
北九州



北九州市の温室効果ガス排出量の推移
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北九州市の温室効果ガス排出量の部門別割合（2021年度）

家庭部門

14%

業務部門

16%

運輸部門

16%
産業部門

32%

エネルギー

転換部門

7%

工業プロセス

4%

廃棄物

3%
その他

9%

家庭部門

5%業務部門

7%

運輸部門

12%

産業部門

59%

その他

16%

出典）国立環境研究所HPより※北九州市の「その他」は、エネルギー転換部門、廃棄物部門、
工業プロセス部門、メタン、一酸化二窒素、フロンガスの計

日本国北九州市

11.6億トン1,365万トン
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運輸

熱

電力

取組みの対象 必要な取組み

省エネ 電源の脱炭素化
（再エネ、水素など）

省エネ
電化

（化石燃料
→電力）

電源の脱炭素化
（再エネ、水素など）

熱源の脱炭素化
（水素）

電動化
（EV等）

電源の脱炭素化
（再エネ、水素など）＋

＋

まずは「徹底した省エネ」に取り組むとともに、

「電力部門の脱炭素化（再エネ導入）」と「非電力部門の電化」を進めつつ、

電化が困難な分野においては「水素等の供給・利活用」を推進する

カーボンニュートラルに向けた取組みの方向性
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再エネ１００％北九州モデル 2021年2月9日市長会見

「再エネ100％北九州モデル」とは
再エネを100％自家調達していくための模範的なロードマップ

ステップ2【自律型エネルギー施設（太陽光パネル＋蓄電池 第三者所有方式）】

蓄電池を制御して、施設内や市内再エネ発電所で発生する余剰電力を有効活用す
るとともに、電気料金の低減化を図る
①電力が安い時に蓄電 ②電力が高い時に施設内に放電

電力サービス構造の変革「所有から利用へ」

設置可能な施設から段階的に

ステップ１【再エネ100％電力（市内再エネの供給）】

市内再エネ（ごみ工場含む）

北九州パワー等

再エネ100%電力の供給

ステップ3【自律型エネルギー施設 PLUS（ステップ2＋省エネ機器 第三者所有方式）】

ステップ2に省エネ機器を加えることで、
①総消費電力量を低減化、②再エネ100％電力の供給量を削減

電力サービス構造の変革「所有から利用へ」

施設の新築、改修時に

太陽光

太陽光
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2021 20252023

600施設
切替え

市庁舎・学校等

既260施設
切替え

再
エ
ネ
電
力
へ
の
切
替

太陽光発電 風力発電

2025年5月時点、631施設切替済（CO2削減量12,429ｔ／年）

市内の再エネ利用による地産地消型の公共施設再エネ100％電力化
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2025年度までの公共施設の再エネ100％電力化



10環境省脱炭素地域づくり支援サイトより

脱炭素先行地域とは



【現在の選定状況】
全国４０道府県１１７市町村で
８８提案

１回目 ２６提案
２回目 ２０提案
３回目 １６提案
４回目 １２提案
５回目 ９提案
６回目 ７提案
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脱炭素先行地域とは



地域脱炭素移行・再エネ推進交付金の概要

12環境省脱炭素地域づくり支援サイトより



提 案 者︓北九州市
共同提案者︓直方市、行橋市、豊前市、中間市、宮若市、芦屋町、

水巻町、岡垣町、遠賀町、小竹町、鞍手町、香春町、
苅田町、みやこ町、吉富町、上毛町、築上町

本市は、北九州都市圏域の17市町と共同提案

脱炭素先行地域の対象
●北九州都市圏域18市町の公共施設群
●北九州エコタウンのリサイクル企業群

公共施設群等における再エネ最大導入・最適運用モデルと
横展開による地域産業の競争力強化

（国の地域脱炭素移行・再エネ推進交付金を獲得）
２０２２年４月に脱炭素先行地域に選定
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脱炭素先行地域の選定 2022年４月



基本コンセプト：第３者所有方式による太陽光発電等の導入
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蓄電池

PV
小売電力会社
(北九州パワー等)

設備設置会社
（機器の所有者）機器の設置

電力の供給、機器の管理運用

電気料金
エネルギー
マネジメント

電力供給契約

省エネ機器

JV・コンソーシアム等需要家

公共施設
民間施設

初期投資ゼロ 導入スピードUP IoTによる長寿命化で
トータルコスト削減

第三者所有方式のイメージ図



地域新電力（㈱北九州パワー）による再エネの地産地消

※北九州市唯一の自治体新電力として
2015年12月に設立

北九州市内のごみ焼却場で発電されたクリーンな電気を市内の
需要家へ供給することで再エネの地産地消を目指す

 設立 平成27年12月
 資本金 9,920万円
 主な事業 電力の小売 及び

エネルギーマネジメントサービス

㈱北九州パワー(地域新電力)
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導入状況（2022～2025.3）

＜公共施設＞
８４施設に導入

PV
＜公共施設＞
８０施設（計2,862kW）

＜民間企業（エコタウン）＞
２施設（487kW）

蓄電池
＜公共施設＞
６８施設（計1087.2kWh）

＜民間企業（エコタウン）＞
２施設に導入（25kWh）

空調

※完成、着手予定等含む 16



日明市民センターへ、第三者所有方式で太陽光パネルと蓄電池を導入
太陽光パネル 容量︓１２ｋW
定置型蓄電池 台数︓１台（１６．４ｋWｈ）

ステップ２の導入事例（日明市民センター）
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ステップ２ 導入事例（日明市民センター）
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日明市民センターの電力需要とPV/蓄電池の自家消費量・率等
年間電力消費量 約40,000kWh/年
PV設置容量 12kW
蓄電池容量 16.4kWh
PVで発電した電力で賄われる自家消費量 約13,000kWh/年
電力自給率（※） 約33%

※電力自給率は施設の全電力需要に対して、PV/蓄電池から賄われる自家消費量の割合

 施設の電力需要の1/3にPVで発電した電力を活用
 PVで発電した電力を現在使っている電気代より安価に利用可能
 経済性を確保しながら脱炭素への取組を推進

 PVで発電した電力のうち、使い切れない余剰電力を
蓄電し、PVが発電しない時間帯に施設に放電

 災害発生時（停電時など）には避難所である本施
設に電力を供給することで、レジリエンスの強化に貢献

蓄電池

 蓄電池の電力は、災害発生時に、「事務室の照明」と「避難者の携帯電話の充電」に利用可能
 蓄電池が満充電の場合、 事務室照明を12時間点灯し、避難者50名の携帯電話を18時間充電可能（※）

※数値は概算試算値

日明市民センター

蓄電池

太陽光パネル（PV）



③連携自治体との連携

R6.4.17 連絡会時の写真

・脱炭素先行地域の取組支援
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）作成支援
・連絡会の開催

②R5実績１施設（PV＋蓄電池）

【実施場所】 直方市汚泥再生処理センター
「クリーンHitzのおがた」

【設備容量】 189kW
【発電量】 191,306kWh/年（20年間平均）

①導入実績

R4〜R7年度 連携自治体実績・予定
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監視用IoT
機器

ステップ３ 導入事例（小学校給食室）

熱中症予防など給食調理室の労働環境改善を図る観点から、給食調理室に、
「第三者所有方式」でIoT監視機能を有するエアコンを導入
（R5年度に対象小学校全125校への導入完了済）
エアコンの動作環境を常に把握することで、最適な維持管理を行い、
機器の長寿命化（＋2年）を実現し、導入・維持管理コストを抑制

エアコン
（第三者所有）

小売電力会社
(北九州パワー等)

設備設置会社
（機器の所有者）機器の設置

電力の供給
IoT監視による機器の管理運用

電力供給契約

電気料金の支払い
（エアコン機器使用料金相当）
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ご清聴ありがとうございました。

関門のふぐ

合馬たけのこ 小倉牛

寿司

門司港発祥焼きカレー

八幡ぎょうざ

うどん かき小屋

小倉発祥焼きうどん

ぬか炊き

旦過市場

角打ち

門司港駅ライトアップ

若戸大橋ライトアップ

本市を代表する夜景スポット「皿倉山」

工場夜景


